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Q１　現市政における各政策に対する評価を教えてください。（各政策に対して、該当する箇所に✓でお答えください）

No 政策分野 評価する どちらかと言えば
評価する

どちらとも言えない どちらかと言えば
評価しない

評価しない

1 コロナ対策 レ

2 子育て支援 レ

3 小・中教育 レ

4 障がい者福祉 レ

5 高齢者福祉 レ

6 環境・エネルギー レ

7 防災・減災 レ

8 ゴミ・リサイクル レ

9 行政・財政改革 レ

10 行政のデジタル化 レ

11 議会改革 レ

12 景観・緑化・公園 レ

13 道路・交通 レ

14 公共インフラ レ

15 経済活性化 レ

16 都市農業 レ



Q2　ご自身が市長として、優先的に取り組みたい政策分野を5つ選び、1から5で優先順位をつけてください。

No 政策分野 優先順位

1 コロナ対策 １

2 子育て支援 ４

3 小・中教育 ３

4 障がい者福祉

5 高齢者福祉 ５

6 環境・エネルギー

7 防災・減災 ２

8 ゴミ・リサイクル

9 行政・財政改革

10 行政のデジタル化

11 議会改革

12 景観・緑化・公園

13 道路・交通

14 公共インフラ

15 経済活性化

16 都市農業



Q3　Q2で挙げて優先度の高い政策のうち、トップ3の政策について伺います。各政策分野における、あるべき姿、現状、課題解決に向けた政策、実行
にあたっての障壁を記載ください。
・可能な限り、具体的且つ定量的に記載ください。
・以下に例をあげていますので、具体性、文字の分量等を参考にご記載ください。例示した政策課題に関する記述内容は、あくまで記載する際の参考
としての内容であり、正確性を保証するものではない旨、ご了承ください。

例　政策分野：環境・エネルギー

政策分野 あるべき姿 現状 課題 政策 政策実行の障壁

環境・エネルギー ●2050年カーボンゼロ
に向けて2030年まで
に2013年比CO2を半
減。
●武蔵野市内でも公共
施設のみならず、商業
施設、集合住宅、戸建
て住宅に至るまで、自
然エネルギーで使用
電力の5割をまかなっ
ている状態

●カーボンゼロ宣言を
発出するも、
2030年の具体的な削
減目標を出していない
状態
●武蔵野市内の全中
学校に太陽光発電シ
ステムを導入済み
●エコリゾートでは、ゴ
ミの燃焼から発生した
エネルギーを活用し、
隣接する中学校に電
力を供給している

●2030年の具体的な
削減目標と具体的な
施策がない
●施策が公共施設に
限定されていて、市内
の商業施設、集合住
宅、戸建て住宅に広
がっておらず、政策効
果が限定的であること

●あるべき姿の実現に
向けて、2030年まで
の市内の具体的な施
策を早急に作る必要
がある
●施策案には、公共施
設のみならず、戸建て
や集合住宅へのソー
ラーパネル設置支援
の義務化を盛り込む

●想定予算●●億の確
保
●既設物件への導入、
築年数の長い建物へ
の導入

政策1
政策分野 あるべき姿 現状 課題 政策 政策実行の障壁



コロナ対策 ●保健所が設置されて
いない市であることを
ふまえ、感染症に適切
に対応できるシステム
が市政に構築されて
いる。
●感染症専門家と武蔵
野赤十字病院との連
携により感染症自宅
療養者にも対応できる
地域医療支援システ
ムが稼働している。
●感染自宅待機者を
はじめオンライン学習
による子どもたちの学
びの保障が機能して
いる。

●市長は「ワクチン接
種率をあげることを目
的としていない」と議
会答弁するなど、他の
自治体と比較し、明ら
かに遅延している
●感染者自宅療養者
への対応方法等につ
いても明確な指針が
示されないままであ
る。
●学校関係者や児童
に陽性者が出た場合
は、クラス全体学級閉
鎖になってしまうリスク
があり、自宅待機者へ
の教育支援体制が不
明確。

●感染者と非感染者の
正確なデータ把握の
機能が脆弱で、その
場しのぎの対応が目
立ち、明確な指針がな
い。
●市民へのワクチン接
種を迅速に進めるた
めの綿密な計画と実
施支援のためのアイ
デアが欠如している。
●感染者を出さないた
めの学校・職場・家族
内感染などを水際で
防止するための施策
に乏しい。

●ウイルスは目に見え
ない。医療のなかでも
特殊な領域分野であ
る。だからこそ国内外
の感染症専門家の知
見や情報を市政に集
約できる機能をもつべ
き。
●感染症専門家＋地
域医療が連携した協
議会を設置。
●武蔵野赤十字病院
など地域医療と連携
し、感染者の自宅療
養者にも対応できるシ
ステムをつくる。
●体調不良の方や違
和感のある方への簡
易型抗原検査キットの
活用・配布を検討。

●市長のリーダーシッ
プと行政部局の指針
の策定協力態勢の確
保
●抗原検査キットは今
秋にも政府モデル実
証を経てから供給され
る可能性が高いが、
保険適用のキットもあ
るので、予算化確保
が必要。

政策2
政策分野 あるべき姿 現状 課題 政策 政策実行の障壁

防災・減災 ●武蔵野公会堂の耐
震性能が0．75以上に
改善され、市民が安
全・安心に利用でき、
防災拠店機能としても
役立つ施設として活用
される。
●都水一元化協議の
課題となっている企業
債、累積欠損金、老朽

●武蔵野公会堂は昭
和３９年竣工。市の文
化施設として不特定
多数の方々が利用し
ているが、耐震性に問
題がある。
●武蔵野市地域防災
計画（平成27年改訂）
では「帰宅困難者400
名を収容する国交省

●昭和６０年の耐震補
強工事により補強要
求水準が「０．６」とさ
れたが、それ以降評
定を実施していないの
で、耐震性能は不明
のまま。
●国は阪神淡路代位
震災（平成７年）、東日
本大震災（平成２３年）

●武蔵野公会堂の耐
震性能検査を逸早く
実施し、市民への情
報開示と説明責任を
果たす。
●耐震性能を高めたリ
ノベーションを実施す
る。
●水は命、災害時にも
安定供給できるように

●市行政における担当
課の行政対応の改善
（防災安全部・施設
課・資産運用課）
●耐震性能診断後の
改修計画に関する予
算計画



化施設の更新経費の
負担等に折り合いが
つき、本管耐震整備
率が大幅に改善され、
安定供給が実現され
る。

が定める「防災拠点」
となっている
●東京都との都水一元
化「安定供給協議」を
市は過去からずっと拒
否し続けている。本管
耐震整備率は2.9％。

を経て、「官庁施設の
耐震診断と改修基準」
を厳しくしており、さら
に平成8年以降の安
全基準ＩＳ値「0．75」へ
の補強はしていない。
●調布市、三鷹市は平
成14年に地下水共有
一元化整備済み。

東京都と「施設整備一
元化協議」を開始。費
用負担協議を実現。
●地下水を確保するた
め、地下水くみあげ井
戸27本の更新・継続
使用の交渉実現。

政策3
政策分野 あるべき姿 現状 課題 政策 政策実行の障壁

小・中教育 ●武蔵野市版コミュニ
ティスクールが実現さ
れ、小中一貫教育施
設併用型の多機能学
校が展開される。
●学童クラブ入所定員
問題が解決され、子ど
もたちの放課後が学
びと気づきの生涯学
習の場として機能する
ようになる。

●事業者任せの保育
所が増設され、園庭な
し、窓なし保育施設が
増加している。
●すべての小学校単
位での施設一体型小
中一貫教育は行わな
い方向
●「武蔵野市小中連携
教育推進委員会報告
書」には小中一貫９年
間で「児童生徒一人ひ
とりの個性や能力を最
大限に伸ばすことがで
きる」と記載されてい
る。

●施設併用型・分離型
の「小中一貫教育」を
検討できない理由が
乏しく、全教科9年間
のカリキュラムを作成
しない。
●市の教育方針が明
確に示されていない
（特別支援教育にも極
めて有効であることを
評価する機能なし、教
育理念と生徒像が明
確に示されていな
い。）

●学校と地域が一体と
なった武蔵野市版コ
ミュニティスクール制
度を導入
●保育の質（施設環
境・事業主体・保育指
針・食育等）の厳正な
審査
●ひとりひとりの多様
性を活かし、未来志向
の「小中一貫教育校」
の導入
●学校施設複合化で
学校を地域の真ん中
へ
●幼保・小連携教育の
提案

●市政における教育理
念の明確化と教育行
政における評価機能
の弱さ
●エビデンス性に基づ
く政策立案が弱くまた
行政の透明化が進ん
でいないこと



Q4　以下、個別の政策課題について、スタンスを教えてください。（各政策課題に対して、該当する箇所に✓でお答えください）

No 政策課題 そう思う どちらといも言えない そう思わない

1 外国人に住民投票権の付与を前向きに検討すべき レ

2 男女混合名簿の導入を前向きに検討すべき レ

3 こどもへの性と人権の教育の推進を前向きに検討すべき レ

4 こどもの模擬選挙の導入を前向きに検討すべき レ

5 2050年脱炭素社会・カーボンゼロの実現に向けて2030年ま
でに2013年比でCO2半減を前向きに検討すべき

レ

6 雑木林の持続的な保全のため、雑木林の衰弱を促すナラ枯
れ等への対応強化を前向きに検討すべき

レ




